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研究の背景と目的

ダウンゾーニング：
新規の開発抑制
適正な容積の実現

不適格マンション：
合意形成難しく
建替え困難に

どう対処するか？
何らかの

都市計画的対応
所有者自らの
取り組み

建物を に
更新時に縮小が必要

既既既既存存存存不不不不適適適適格格格格



研究の方法

・ での不適格マンションへの
　取り組みを対象
　　－住民・行政が協力して問題を検討

・96年11月：住民と行政との最初の交渉
　～99年3月：対応実施し問題が(一旦)終結

福福福福岡岡岡岡県県県県春春春春日日日日市市市市

を繰り返し実施
情報提示・意見交換も行う--
ヒアリング調査・資料収集

間接的に関与

・過程で検討・実施された を整理
・対応策の持つ

対応策
を考察意味や問題点・課題
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対策検討のプロセス
年 月 事項 期
95 8 市報で素案提示、縦覧・説明会実施
96 4 用途地域改正→問題に気付き他のﾏﾝｼｮﾝに連絡

10 管理組合連絡会発足、要求書･質問状を市に提出
11 市が回答書を提示、第1回説明会開催

97 1,2 質問状を再度提出、回答書提示及び第2回説明会
5 市･連絡会が対策協議会設立、第1回開催

7,10 第2,3回協議会（実態の把握・方向の検討）
12 第4回協議会（地区計画の検討）

98 2 第5回協議会（総合設計の検討）
5 神戸市・西宮市の視察（震災復興での運用実態）

7,8 案がまとまり、変更内容と許可要件を発表
8,9 協議会・連絡会内での議論、要件の修正
10 市報や説明会などでの周知・議論

99 1,2 都市計画変更の法定手続
3 変更を告示、連絡会・行政間で確認書締結

対
立
期

実
施
期

模
索
期



規制強化の内容

不適格部分

（中高層住居専用地域）
AAAA....容容容容積積積積率率率率切切切切りりりり下下下下げげげげ

（準工業・旧住居地域）

200%

150%

第2種
20m
高度地区

BBBB....高高高高度度度度地地地地区区区区指指指指定定定定



規制A地域
（容積切り下げ）

規制B地域
（高度地区導入）

不適格分譲ﾏﾝｼｮﾝ

→42棟

→15棟

計　57棟
　　2770世帯
　　9000人弱

規制を強化した地域

鉄道
駅

主要道路
(計画含む)

0 1km



対立期の考察 住民側

行
政
側

強化の理由強化の理由 先見性欠如先見性欠如 周知の不備周知の不備 手段妥当性手段妥当性

根拠となる
データ提示

必要性
理解

開発増は
予測不可

対応が
遅すぎ

準備･調整
に時間要

ﾋﾞｼﾞｮﾝ
の欠如

早期対応の
必要性了解

必要な手
続は遵守

実質的な
周知必要

不十分な
面も認める

不適格はや
むを得ない

ﾏﾝｼｮﾝ住民
のみに負担

公共の福祉
のため妥当

他の方法が
とれないか

協議会設置
を提案



対応策検討の内容と経過

対象 検討事項 第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回
共用部分
不算入

設計図を
集め計算ＡＡＡＡ::::

2棟が
適格

容容容容積積積積 総合設計
容積緩和

対象物件
の選定

仮想設計
実施不不不不適適適適格格格格

大規模 適用に
疑問以外困難

帰属公園
敷地算入

実態調査
((((44442222棟棟棟棟)))) 7棟が

保有
算入して
も効果薄

ＢＢＢＢ:::: 高度日影
の適合

設計図を
収集

斜線制限
の確認

日影規制
の調査高高高高度度度度

適格物 仮想設計
を断念件無し

不不不不適適適適格格格格 規制の
適用除外

他自治体
への照会

判断基準
の調査

方法の
検討((((11115555棟棟棟棟))))

規規規規制制制制 区域界の
見直しＡＡＡＡＢＢＢＢ
地区計画
導入

導入方法
の検討

導入手順
の検討

事例の
把握

連絡会が
提案

連絡会が
可能性の
ある地域
を提案

両両両両者者者者

4棟救済
の見通し

神戸
西宮
視察



検討内容の考察

不適格
状態を
解消

現容積
再建を
可能

個別の
点的対応

複数の
面的対応

容積不算入
帰属公園
容積不算入
帰属公園

総合設計総合設計

規制適合規制適合

区域見直し区域見直し

現行規制を維持：
→行政側が主に想定

現行規制の見直し：
→住民側が主に想定

建替え,
資産価値
両者に
対応

建替え
問題
のみに
対応

地区
計画
地区
計画

適用除外適用除外



検討内容の考察

不適格
状態を
解消

現容積
再建を
可能

個別の
点的対応

複数の
面的対応

個別解
適用困難

制度
運用
困難

容積不算入
帰属公園
容積不算入
帰属公園

総合設計総合設計

規制適合規制適合

区域見直し区域見直し

地区
計画
地区
計画

適用除外適用除外

範囲を拡大

容積不適格
も対象に

対応策の
アイデア



対応策の考え方

規制の強化は
必要不可欠

不適格マンションの
建替は困難に

国の救済・建替実現
措置が期待される

従前値に戻す
ことも想定

予め絶対高さ
制限を導入

質の高い居住環境

容積緩和に備える

××××



絶対高さ制限導入

例外許可を用意

容積緩和を想定

：現行と同等の規制新新新新築築築築
：従前の容積を確保建建建建替替替替

対策の内容

96年強化 99年変更 建替え必要時点

ﾏﾝｼｮﾝ
建物

不適格

第1種高度地区

容積率
200％

150％

第1種高度地区

150％

第1種高度地区

150％

2種

1種

200％

例外許可



不適格マンション

96年発生：57棟

99年増加：42棟

規制の変更内容

鉄道
駅

主要道路
(計画含む)

0 1km

規 凡 99年変更
制 例 容積率 高度地区 高度地区

A
200→
150%

－
2種15m
→1種15m

B －
2種20m
導入

→1種20m

C － －
2種20m
→1種20m

D － －
絶対20m
導入

96年変更



例外許可の考え方

原則： 土地利用の(1)
　　　

公平性
マンション所有者の(2)

１.［

居住権の保障

］（法定または任意）
２.［

建替決議
］が参加所有者分の合計を越えない

３.［
住戸数

］が従前を越えない
４.［

専有床面積の合計
高さ･立面投影面積 ］が越えない･不適合な日影

従前所有者が住み続けるための床面積分のみ許可



例外許可のイメージ

現状建物

不適格
部分

　住み続けられるよう
　現状と同じ
　延床面積を確保する

→居住権保障
　のため
　例外許可

参加
所有者
住戸

参加
所有者
住戸

新規分譲
住戸

従前住戸数
の９割以下

　合意促進
　のため

全員参加
の建替え

一部不
参加の
建替え

　建替を実現させつつ
　現状より縮小し
　規制に近づける

建替建物

→例外許可



対応の意味の考察

住民の居住環境の
ための規制強化

建替が困難となり
住み続けられない

目的と結果の
不一致

住み続ける場合には
例外許可を適用

徐々に規模を縮小し
適合な状態へと移行

行行行行政政政政

ﾏﾏﾏﾏﾝﾝﾝﾝｼｼｼｼｮｮｮｮﾝﾝﾝﾝ
住住住住民民民民

議論による
相互理解

将来時点の
対応を準備



まとめ

必要な を行いつつ、
生じた

ダウンゾーニング
が必要既存不適格建物のコントロール

本事例での考え方は一つの例に
　・不適格で残るよりは、 が望ましい
　・住み続ける過程で、

適切な更新
へと近づける

各時点での社会状況・都市計画の趣旨を鑑みて
適切な方向の

適格な状態

ことも？一定程度の逸脱は認める


